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◇平成19年からの税源移譲で、所得税と住民税の比率が変わりました。これに伴う経過措置により、個人住民税の減額
を受けられる場合があります。

◇平成19年中に所得が減少し、所得税がかからなくなった方で、一定の要件を満たす場合は、平成19年度の個人住民税
を税源移譲前の水準まで減額します。
■
◇平成19年度分の個人住民税の納税通知書を市から送った方で、平成20年度分の課税計算をした結果、この経過措置の
対象になると思われる方へ、6月下旬に減額申告書を送ります。

◇この経過措置の対象になると思われる方で、市から減額申告書が届かない場合は、平成19年1月1日現在お住まいの市
区町村へお問い合わせください。

◇この経過措置による減額を受けるためには、申告期間内に減額申告書を提出する必要があります。
7月1日(火)～31日(木)

平成19年1月1日現在お住まいの市区町村

＞＞ ≦≦
申告分離課税分を除く 申告分離課税分を含む

(※1)…課税所得金額とは、所得金額から扶養控除や社会保険料控除額などの所得控除金額を差し引いた金額です。
(※2)…人的控除額とは、配偶者控除、基礎控除額などをいい、個人住民税と所得税とでは金額が異なります。
詳しくは、下表をご覧ください。

税務課市民税係　244-3109問 申 




